
厚生労働省 老健局振興課

資料５

24時間対応の定期巡回・随時対応サービスについて

○ 訪問介護などの在宅サービスが増加しているものの、重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を２４時間支える仕組み
が不足していることに加え、医療ニーズが高い高齢者に対して医療と介護との連携が不足しているとの問題がある。

○ このため、①日中・夜間を通じて、②訪問介護と訪問看護の両方を提供し、③定期巡回と随時の対応を行う「定期巡回・随時対
応型訪問介護看護」を創設（2012年４月）。

＜参考＞

１．第５期介護保険事業計画での実施見込み

平成24年度 平成25年度 平成26年度

１８９保険者
（０．６万人／日）

２８３保険者
（１．２万人／日）

３２９保険者
（１．７万人／日）

２．社会保障・税の一体改革での今後の利用見込み

平成27年度 平成37年度

１万人／日 １５万人／日

月

火

水

木

金

土

日

6時

水分補給
更衣介助

排せつ介助
食事介助
体位交換

排せつ介助
食事介助

0時 2時 4時 8時 10時 12時 14時 16時 18時 20時 22時

通所介護

通所介護

定期巡回

随時訪問

訪問看護

オペレーター

随時対応
利用者からの通報により、
電話やICT機器等による応対・訪問
などの随時対応を行う

通報

定期巡回型訪問

定期巡回型訪問

訪問介護と訪問看護が一体的又
は密接に連携しながら、
定期巡回型訪問を行う

＜定期巡回・随時対応サービスのイメージ＞

＜サービス提供の例＞

・日中・夜間を通じてサービスを受けること
が可能

・訪問介護と訪問看護を一体的に受けるこ
とが可能

・定期的な訪問だけではなく、必要なときに
随時サービスを受けることが可能

夜間・深夜の対応は日中と比べて少なく、利
用者からのコールも少ない。（イメージが実
態と大きく異なっていることが多い。）

【三菱UFJリサーチ＆コンサルティング調査より】

参入していない事業者は、
「夜間・深夜の対応が中心」
「コール対応が中心」 等のイメージ

実態は、

体位変換
水分補給
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【実施状況】

○ 平成２５年３月末日現在、１５０保険者で２９２の事業所が指定を受け、２，８８５人が利用しており、

徐々に普及が進んでいる。

※社会保障・税一体改革の将来推計では、平成３７年度（２０２５年度）に１５万人分のサービス確保を前提として推計。
※市町村の第５期介護保険事業計画では、平成２６年度に３２９保険者で１．７万人分のサービス確保を想定。

○ 大都市だけではなく、地方の小規模な市町村でも事業所が立ち上がっている。

○ 事業者の法人種別は、営利法人が半数を占めている。

○ 業務の一部を他の訪問介護事業所等に委託している事業所もある。

【サービス提供状況】

○ 平均要介護度は２．７、１人当たりの訪問回数は１日３．０回となっており、訪問介護（平均要介護度

１．９、訪問回数０．７回）と比較すると、要介護度の高い高齢者の在宅生活を支える役割を担っている。

○ 世帯の状況では、独居又は高齢者のみの世帯が７３．１％となっている。

○ 認知症の利用者が多く、認知症自立度Ⅱ以上の利用者が、７０．３％となっている。

○ 軽度の高齢者に対しても、生活リズムに合わせた訪問による食事の提供や服薬確認等を行うことにより、

生活が安定するという効果が認められている。

○ 頻回の複数訪問で、要介護者の生活全体を見るサービスとなっている。

○ サービス付き高齢者向け住宅等の集合住宅の居住者に対して事業を実施している事業所とそれ以外の事

業所とでは、訪問回数やコール件数等について大きな差がある。

現 状

定期巡回・随時対応サービスの現状
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【事業所の意識】

○ 定期巡回・随時対応サービスに未参入の事業者については、「夜間、深夜の対応が中心」「利用者から

のコール対応が中心」「訪問時間が短くなることで利用者の生活実態が把握しにくい」等の認識があるが、

参入済みの事業者とは大きく認識が異なっており、参入上の課題の１つとなっていると考えられる。

○ 既に定期巡回・随時対応サービスに参入している事業所であっても、訪問看護事業所との連携やケアマ

ネジャーへの理解について、課題であると認識しているところが多く、こちらも参入上の課題の１つと

なっていると考えられる。
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定期巡回・随時対応サービスの実施状況①

②実施事業者の法人種別

法人種別 事業所数 割合

営利法人 141 48.3%

社会福祉法人 88 30.1%

医療法人 41 14.0%

特定非営利活動法人 11 3.8%

協同組合 6 2.1%

社団法人 2 0.7%

財団法人 3 1.0%

合計 292 100.0%

③実施形態別事業所数

実施形態 事業所数 割合

一体型 ９３ 31.8%

連携型 ２００ 68.5%

※一体型と連携型の両方を実施している事業所があるため、 事業所数の合計が②と一致しない。

④利用者数

利用者数 ２，８８５

（平成２５年５月末現在 振興課調べ）

①実施保険者数及び事業所数

実施保険者数及び事業所数 １５０保険者 ２９２事業所
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定期巡回・随時対応サービスの実施状況②
⑤事業実施自治体一覧（１５０保険者） （平成２５年５月末現在 振興課調べ）
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40.4%

20.8%

15.6%

8.2%

5.3%

34.6%

54.9%

57.1%

71.8%

72.7%

16.3%

16.7%

21.6%

16.7%

19.7%

8.7%

7.6%

5.8%

3.3%

2.2%

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

見守り・安否確認のみ 身体介護 身体介護＋生活援助 生活援助

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

自立 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ M

96人
(11.5%)

151人
(18.1%)

322人
(38.7%)

200人
(24.0%)

54人
(6.5%)

10人
(1.2%)

独居 ４６５人（52.0％）

高齢者のみ世帯 １８９人（21.1％）

④要介護度別の利用者数 ⑤認知症自立度別の利用者数（不明者を除く）

⑥利用者の世帯の状況について

Ⅱ以上
７０．３％

平均要介護度 ２．７

独居・高齢者
のみ世帯
７３．１％

○ 事業を実施した104事業所で８９５名が利用。（１事業所当たり８．６人）
○ 利用者のうち、独居又は高齢者のみの世帯が７３．１％。

240人
(26.8%)

173人
(19.3%)

178人
(19.9%)

99人
(11.1%)

203人
(22.7%)

定期巡回サービスを委託 ９事業所

随時訪問サービスを委託 ７事業所

オペレーター業務を委託 １０事業所

②事業の委託状況

定期巡回・随時対応サービスの実施状況③

①実施事業所の併設状況

③通報装置設置状況

テレビ電話型 20事業所

その他のケアコール端末 76事業所

利用者の携帯電話など 30事業所

その他 15事業所

86.0%
36.8%

30.7%
74.6%

9.6%
4.4%

10.5%
31.6%

7.9%
14.0%

13.2%
4.4%
4.4%

14.0%

訪問介護

夜間対応型訪問介護

訪問看護

居宅介護支援

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

サービス付き高齢者向け住宅

通所介護

グループホーム

小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護

訪問リハビリテーション

特定施設入居者生活介護

その他

⑦定期巡回のサービス内容（訪問回数割合）

（平成２４年１０月末現在 振興課調べ）
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１事業所あたりのコール件数（１日） ４．１回

平均訪問回数

全体 ３．０回

要介護１ ２．２回

要介護２ ２．８回

要介護３ ２．９回

要介護４ ３．５回

要介護５ ４．８回

○ １日あたりの定期巡回訪問回数は１人平均３．０回。
○ １事業所あたりのコール件数は１日平均４．１回。うち訪問を行ったケースは６０．５％と
なっているが、集合住宅に併設している事業所では訪問回数が多くなっていると考えられる。

①１日あたりの定期巡回訪問回数（１人あたり） ②サービス提供時間別定期巡回訪問回数

定期巡回・随時対応サービスの実施状況④

訪問回数 割合

全体 ７５，２１７回 100.0%

２０分未満 ４８，６８１回 64.7%

２０分以上３０分未満 １３，４５０回 17.9%

３０分以上１時間未満 １０，７２１回 14.3%

１時間以上 ２，３６５回 3.1%

④コールの内容

32.6% 38.0% 0.7% 21.0% 7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不安解消・相談 身体ケアのための訪問要請 医療・看護のための訪問要請 誤報 その他

③時間帯別のコール件数

コール件数 割合

合計 １３，３４９回 100.0%

早朝 １，４５４回 10.9%

日中 ６，０２４回 45.1%

夜間 ２，４６７回 18.5%

深夜 ３，４０４回 25.5%

⑤コールを受けての対応

電話対応のみで

解決した 38.8%

訪問を行った（早

朝） 5.2%

訪問を行った（日

中） 25.7%

訪問を行った（夜

間） 12.2%

訪問を行った（深

夜） 17.3%

その他 0.7%「訪問を行った」
計60.5%%

（平成２４年１０月末現在 振興課調べ）
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○ 利用者の3４.１％が訪問看護を利用している。
○ 訪問看護は２０分未満の提供が７７．５％。
○ オペレーターのうち、７７．８％は介護福祉士。

①訪問看護利用者の割合

「利用あり」計34.2%

平均訪問回数

全体 ３．２回

要介護１ ２．４回

要介護２ ３．０回

要介護３ ３．２回

要介護４ ３．９回

要介護５ ４．４回

②１月あたりの訪問看護平均利用回数

③サービス提供時間別訪問看護回数

訪問回数 割合

２０分未満 ２，４７０回 77.5%

２０分以上３０分未満 ４３１回 13.5%

３０分以上１時間未満 ２２２回 7.0%

１時間以上 ６６回 2.1%

全 体 ３，１８９回 100.0%

（うち随時訪問） ３１６回 9.9%

定期巡回・随時対応サービスの実施状況⑤

④人員配置状況（１事業所当たり平均）

常勤（兼務者割合） 非常勤 常勤換算

介護職員 7.0人（59%） 14.1人 6.6人

看護職員 1.1人（24.%） 0.4人 1.1人

オペレーター 6.8人（61%） 2.4人 4.0人

⑤オペレーターの保有資格

医師
0.2%

保健師
0.1%

看護師
7.0%

准看護師
2.8%

社会福祉士
3.9%

介護福祉士

77.8%

介護支援専門員

4.8%

サービス提供責任

者

3.4%

※連携先、委託先の職員は含まない。

要介護１
7.5%

要介護２
7.2%

要介護３
8.2%

要介護４
7.2%

要介護５
4.1%

利用なし
65.9%

利用あり

（平成２４年１０月末現在 振興課調べ）
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月

火

水

木

金

土

日

起床介助
食事介助

排せつ介助
食事介助

排せつ介助
食事介助

通所介護

通所介護

定期巡回

随時訪問

訪問看護

＜サービス提供の例＞

◆夜間・深夜の対応は日中と比べて少ない。

◆定期巡回が中心で、コールは少ない傾向。

◆複数回訪問により生活全体が把握できる。

実態は・・・

体位変換
水分補給

6時0時 2時 4時 8時 10時 12時 14時 16時 18時 20時 22時 24時

＜サービスイメージのギャップ＞

●夜間・深夜の対応が中心？

●利用者からのコール対応が中心？

●短時間訪問では利用者の生活実態が把握しにくい？

参入前事業者

【三菱UFJリサーチ＆コンサルティング調査より】

（参入前のイメージが実態と大きく異なっていることが多い。）

参入済み事業者
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定期巡回･随時対応サービスのイメージ



イメージ：「夜間、深夜の対応が中心」
• 未参入事業者の７割近くが、本サービスを「夜間、深夜の対応が中
心」のサービスと認識している一方で、ほとんどの参入事業所が、
本サービスを夜間、深夜の対応が中心とは考えていない。

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「アンケート結果から見る「定期巡回・随時対応サービス」」より
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イメージ：「利用者からのコール対応が中心 」
• 基本的に、アセスメントに基づく「定期巡回」が中心のサービスであるが、未参入事業所のイ
メージは、コール対応が中心のイメージが中心。

• 集合住宅型と地域提供型ではイメージが異なるのは、サービス提供のパターンが異なるため。

【参入事業所 地域提供型／集合住宅型】

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「アンケート結果から見る「定期巡回・随時対応サービス」」より
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コールの回数と対応
• コールは、週単位で数回程度であり、実際の訪問に至るケースは、地域提供型では１回程度。

• コール頻度も、コールに対する訪問対応の割合も、集合住宅型の方が高いが、「地域提供型」
と「集合住宅型」では「コール」の持つ意味が異なる点に留意が必要である。

地域提供型
n=204

集合住宅型
n=184

一人当たりの
コール件数／月
（うち、訪問対応件数）

コールに対する
訪問対応の割合

一人当たりの
コール件数／月
（うち、訪問対応件数）

コールに対する
訪問対応の割合

早朝 0.9回／月（0.2回） 24.7% 1.1回／月（0.8回） 77.3%

日中 4.1回／月（0.8回） 19.7% 8.7回／月（8.3回） 95.6%

夜間 0.6回／月（0.3回） 44.0% 2.3回／月（2.1回） 92.1%

深夜 1.3回／月（0.4回） 30.8% 3.9回／月（3.6回） 93.7%

全体 6.9回／月（1.7回） 24.5% 15.9回／月（14.8回） 93.4%

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「アンケート結果から見る「定期巡回・随時対応サービス」」より
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※調査段階において、当該事業所における本サービスのすべての利用者が特定の集合住宅に住居している場合に、「集合住宅型」とし、それ以外
の事業所を「地域提供型」と整理している。

• 全体として、地域提供型の事業所に比べ、集合住宅型の事業所の訪問回数がより頻回であ
る。

• おおむね、要介護度が高くなるほど、訪問回数が増える傾向にある。（単身世帯の比率など
留意する必要がある）

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

全体 3.2回 4.0回 3.8回 5.6回 4.4回

地域提供型の事業所
（32事業所） 2.3回 2.8回 3.5回 4.4回 3.2回

集合住宅型の事業所
（７事業所）

6.3回 7.7回 4.8回 10.5回 11.3回

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「アンケート結果から見る「定期巡回・随時対応サービス」」より
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イメージ：「訪問時間が短くなることで利用者の生活実態が把握しにくい」

• 半数以上の未参入事業所が「利用者の生活実態が把握しにくい」と回答している一方で、参入事業所では、１割
程度である。

• 本サービスは、定額制に基づき、１回あたりの訪問時間に制約がないため、短時間で複数回の訪問となることが
多い。したがって、時間が短くなる変わりに、一日を通して生活全体を見ることが可能になる側面もある。

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「アンケート結果から見る「定期巡回・随時対応サービス」」より
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「夜間、深夜の訪問体制構築」
• 未参入事業者の95％以上が「夜間、深夜の訪問体制構築」を参入障壁と回
答。

• 一方、参入事業者では、46.5％が参入障壁と回答。

※参入事業者の「参入前」の障壁、及び「参入後」の障壁について、いずれも回答のあった事業所を集計対象としている

※未参入事業所の無回答は除いている

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「アンケート結果から見る「定期巡回・随時対応サービス」」より
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必要数
利用者のニーズに
応じて配置
オペレーターや
随時訪問従事者
との兼務可

オペレーター随時訪問従事者 定期巡回従事者

日
中

（８
時
～
18
時
）

夜
間
・深
夜
・早
朝

（18
時
～
８
時
）

１人

（例）定期巡回従事者が
オペレーターを兼務し
定期巡回しながら
コールがあれば対応

１人

（例）待機中の訪問介護員が
随時訪問従事者を兼務し
コールを受けて訪問

・複数事業所間での
集約化

・併設施設等の職員
活用

により単独配置不要
※別法人でも可

１人

（例）ニーズに応じて定期巡回しながら、
コールがあれば対応し、必要があれば訪問

看護職員
（一体型のみ）

２．５人

指定訪問看護
サービスの提供も
可能。（２．５人は
一体的に計算）

連携型の場合は
自事業所に配置
不要

定期巡回・随時対応サービスの人員配置例

⇒ 事業の実施方法等に応じた柔軟な人材配置が可能 16

１人

（例）定期巡回
従事者を兼務し
コールを受けて訪問

または

同一敷地内の
訪問介護事業所
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定期巡回・随時対応サービスの一部委託について

定期巡回・随時対応サービス事業所

定期巡回サービス

随時対応サービス

随時訪問サービス

訪問看護サービス（委託不可）

一部について
委託可能

【一部委託の際の制限】

○ ①すべての利用者に対する、②すべてのサービス（定期巡回サービス・随時対応サービス・随時訪問
サービス）を、③同一の時間帯において委託すること（定期巡回・随時対応サービス事業所の業務が一
切ない状態）は認められない。

【具体的な委託の例】

① 利用者５０人の定期巡回・随時対応サービス事業所が、事業所の所在地と一定以上の距離を有する地
域に居住する利用者１０人に係る定期巡回サービス・随時対応サービス・随時訪問サービスを当該利用
者が居住する地域に所在する指定訪問介護事業所に委託
② 特定の時間帯（例：深夜）における随時対応サービスを、指定夜間対応型訪問介護事業所に委託

（※）具体的な範囲については市町村長が必要と認める範囲に限られる。

訪問介護事業所

夜間対応型訪問介護事業所

又は

※ 他の定期巡回・随時対応サービス事業所への
委託はできない。



定期巡回・随時対応
サービス事業所Ｃ

定期巡回・随時対応サービスの集約化について

定期巡回・随時対応
サービス事業所Ａ

【深夜帯における随時対応サービスの集約化の考え方】

○ 随時対応サービスについてＡ事業所が実施する日、Ｂ事業所が実施する日をあらかじめ定め、利用者
に対する説明を十分に行った上で、複数の定期巡回・随時対応サービスの共同実施を行う。
○ オペレーターについては、いずれかの事業所の職員が配置されていれば基準を満たす。
○ 随時対応サービスを行わない事業所であっても、日中以外の時間帯における定期巡回サービス、随時
訪問サービス、訪問看護サービスについては実施しなければならない。

随時対応サービス

夜間・深夜・早朝の
一体的実施が可能

随時対応サービス

夜間・深夜・早朝の
一体的実施が可能

別々の法人であっても可能

具体的に集約化が可能となる範囲につい
ては、市町村長が必要と認める範囲とする。

○ 日中はそれぞれの事業所においてオペレーターの配置が必要となるが、深夜帯についてはそのニーズが
極小化することに鑑み、複数の定期巡回･随時対応サービス事業所が、随時対応サービスを一体的に実施
することを認める。

定期巡回・随時対応
サービス事業所Ｂ
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日中の時間帯はそれぞれの事業
所にオペレーターが１人以上必要
だが、日中以外の時間帯は併せ
て１人以上で可

【検討会の開催】・・・全１０回

・モデル市､指定予定事業所､県で構成
・スケジュール､課題整理､地域性の分析､事業展開の手法､広報計画・広報資料の内容等を検討

【検討会から見えてきた課題】
○正確なサービスの実態を伝えることの重要性
・イメージが先行し、正確なサービス実態が知られていない。

○地域包括支援センター職員やケアマネジャーへ実例を伝えることの重要性
・導入例が少なく、ケアマネジャーをはじめ関係者が利用のメリットや実態を知らない。

【課題解決のために行った取組】
★説明会・意見交換会の集中的な実施 ・・・ 全２８回
・地域包括支援センター職員、ケアマネジャー、メディカルソーシャルワーカー、自治会役員、民生委員等を対象
・改善事例などに沿った説明や意見交換

・深い意見交換とするため、極力少人数で実施

【行政の役割】・・・利用者、ケアマネジャー、事業者をつなぐ。
○ キーパーソンへサービスを周知（説明会や意見交換会の実施）
・ ケアマネジャー、地域包括支援センター職員 （実際にサービス利用の提案を行う。）
・ メディカルソーシャルワーカー （介護サービス利用前から利用者と関係性がある。利用のきっかけづくり。 ）

＜埼玉県の事例＞

19

自治体の取り組み事例①

地域性の異なる２地域でモデル的に事業を実施 →県内全市町村でのサービス実施を目指す。



生活環境

転倒時の怪我が原因で寝たきり状態

同居家族はいるが日中独居

認知症の初期症状有り、ベッドからの転倒も度々有り

サービスの提供内容

１日３回（日中）の定期的な訪問介護

服薬管理､食事の用意､パッド交換､就寝介助､安否確認

20

Ａさん 要介護 ４のケース

介護度の高さや利用者の状態から不安感、
転倒で複数回の随時コールがあると予想

定期的な訪問により生活が安定
不安感の払拭により転倒もなし

随時コールゼロ
開始から現在の３６日間

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業と埼玉県モデル事業

20

生活環境

独居生活（近所に家族有り、家族が交代で介護）

食事、服薬がきちんとできていない

時々、転倒も有り

サービスの提供内容

１日３回（日中）の定期的な訪問介護

食事の用意・確認、服薬管理

エースケアセンター

Ｂさん 要介護 ２のケース

食事、服薬ともに安定
転倒などもしものときの安心感を得て高い満足度

随時コールゼロ開始から現在の７日間

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業と埼玉県モデル事業
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このサービスの利用で改善した例 ①

高齢者夫婦のみ世帯

デイサービスの利用をときどき断る

介護拒否があり訪問介護が難しい

妻が要介護1（認知症の初期）

福祉用具を入れたいが妻が断ってしまう

妻が認知症の服薬ができていないため不安定

Ｄさんの痙攣が起きると妻が 救急車を何回も呼ぶ

片づけができず室内は足の踏み場もない状態

サービス導入前の状況

Ｄさん(男性) 要介護４（歩行困難）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業と埼玉県モデル事業
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１日3回の訪問でヘルパーに慣れてきた→介護が可能に

→室内の片付けも少しずつ可能に

デイサービスの送り出し→確実にデイサービスへ通所

特殊ベッドと褥瘡予防マットの使用→痛みの緩和

緊急通報装置の設置､複数回訪問､随時対応→安心感

→救急車を呼ばなくなった

台所掃除でヘルパーの調理が可能に→栄養面の改善

サービス導入後の改善状況

随時訪問：１回／１日 随時コール：６０回／６２日間

信頼・安心を提供

ヘルパーがやりがいを感じている

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業と埼玉県モデル事業
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①ケアマネジャー連絡会で制度説明 → ケアマネ側の受け入れ態勢を後押し

②市内の利用者データの提示 → 利用者確保の懸念の解消

③全事業者を直接訪問 → 市の熱意を示す

④事業者連絡会を発足 → 事業者の横の連携の強化や研鑽の場の提供

⑤メディアの活用 → 積極的な事業のＰＲ

⑥事例発表会の開催 → 職員のスキルアップ、利用者へのＰＲ

＜横浜市の事例＞

・市と事業者との信頼関係の構築

・整備計画の目標達成
24

自治体の取り組み事例②

市による積極的な関与 → １８区全区での実施を目指す。

地域介護・福祉空間整備推進交付金（ソフト交付金）の概要

地域密着型サービス等の導入や先進的事業支援特例交付金による先進的事業の実施のため、特に必要と認められる場合、
設備やシステムに要する経費を助成するために交付金を交付。
【交付対象】 次に掲げる事業に必要な設備の整備等に要する経費

・ 定期巡回・随時対応サービスの実施のために必要な事業
・ 高齢者と障害者や子どもとの共生型サービスを行う事業
・ 「高齢者活力創造」地域再生プロジェクトの推進のための、地域に
おける包括的なサービスを推進する事業
・ 地域のサービス資源と高齢者の住まいとの連携を推進する事業
・ その他高齢者が居宅において自立した生活を営むことができるよ
う支援する事業
・ 都市型軽費老人ホーム等の開設のために必要な事業
・ 介護療養型医療施設の改修等による老人保健施設等への
転換整備に必要な事業
・ 訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設置

に要する事業

（参考）交付金の交付の流れ

市 町 村

① 市町村整備計画を策定
・市町村全域を単位として、都市型軽費老人ホームの整備等に係る「先進的事業等整備計画」を策定
・市町村全域を単位として、既存の介護療養病床転換のための「介護療養型医療施設等転換整備計画」を策定

② 計画を国に提出（都道府県を経由）

③ 次の採択指標をもとに評価を行い、予算の範囲内で評価の高い順に計画を採択。

客観的指標

政策的指標

・・・・高齢者の将来増加率、圏域における施設整備の状況 等

・・・・既存の社会資源を活用しているか、元気な高齢者や地域住民が参加する「共生型」のコミュニティづくり
を目指したものであるか 等

④ 配分基礎単価により、交付金を算定の上、各市町村へ交付。

国

市 町 村
（注）交付に当たって、市区町村の制度的負担は求めない。

平成２５年度予算 １１億円
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